
意見書の骨子（案）の考え方について 

論点１ 電力需要について                               

１ 現状の主な課題 

〇当県の年間の電力需要量（kWh）は年々削減が進み、平成 27 年度は平成 22 年度比▲10.2％となっている。 

〇一方、冬季に発生する最大電力需要は、平成 27 年度は平成 22 年度比＋5.6％と大きく増加しており、年間の

電力需要量とかい離しているが、この原因は分析できていない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇また、最大電力需要の構成内訳や出力が気象条件に左右されやすい PV のパネル上への積雪の影響を正確に把

握できていないため、有効な対策を取れていない。 

〇さらに、現在の最大電力需要の算出方法は、ある１時間の平均値（瞬間値）のみでその年度の実績が決定され

るため、取組の効果や県内の節電構造の変化を適切に検証できない。 

２ 課題の解決に向けた方向性 

〇最大電力需要の削減には年間の電力需要量にも注視する必要があるが、最大電力需要と年間の電力需要量の傾

向にかい離が見られることから、電力会社と連携して研究を進めるとともに、有効な対策を取るために電力需

要の構造や天候等による変動の影響を正確に把握することが重要。 

〇また、県内の節電構造の変化を適切に検証できるよう、指標の算出方法を、国の電力需給検証小委員会等で一

般的に用いられる最大３日平均へと見直すことが望ましい。 
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最大電力需要が瞬時値で 

決定され、変動しやすい 

 

最大電力需要の抑制に係る課題 

 

 

最大電力需要の 

実態が不明確 

 
方向性１ 

最大電力需要が年間の需要量とかい離

している原因などを研究し、最大電力 

需要の実態を把握する 

方向性２ 

節電構造の変化を 

より適切に検証する 

最大電力需要の実態が明らかでないため、電力

事業者と連携して状況の正確な把握を行うと

ともに、電力需要量の変動にも注視が必要。 

節電構造を的確に把握する観点か

ら、指標は最大３日平均により算出

することが望ましい。 

 

正確な把握と適切な検証を実施できる体制の整備と併せ、夏季と冬季の節電目標の設定及び

キャンペーンを通じて節電構造を定着させていくことが重要。 

図１. 年間の電力需要量の推移（中部電力） 図２. 最大電力需要の推移 

H22 年度比 

▲10.2％ 
4 月～翌 1 月 

2 月～3 月 
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論点２ 環境分野の行動変容を促す効果的な取組                     

１ 現状の主な課題 

〇地球温暖化問題は、社会経済活動、地域社会、県民生活全般に深く関わることから、国、県、事業者県民とい

った全ての主体が参加・連携して取組むことが必要。 

〇これまで、県をはじめ多様な主体がキャンペーン、イベント、県民運動、学習会など様々な取組を行ってきた

が、県民一人ひとりの自発的な行動に変化を及ぼすまでの十分な成果が上がっているとは言い難い。 

２ 課題の解決に向けた方向性 

〇県や市町村など、多様な主体が行っているキャンペーンや学習会等の情報を一元化し、統合的な情報発信を行

う伝え手側の仕組みを整備する。 

〇また、意識と行動との間のギャップを埋め、具体的な行動の変容へと繋げるため、情報の受け取り手の意識の

違いに応じた効果的な情報伝達手法についての検討が必要。特に、社会状況の変化に対応した継続的な取組を

促すため、気候変動のみならず環境全般への基礎的な理解と、一人ひとりが何をすべきかについて学び、その

成果が地域や家庭等において具体的な行動に結び付けられるような仕組みや学習の場の提供が望ましい。 
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図１.生活者の地球温暖化対策への意識について（H26 年度アンケート調査結果） 

（出展：コミュニケーション・マーケティング WG 

低炭素社会の実現に向けた生活者と伝え手とのコミュニケーションのあり方について） 

情報が行動の変容に結び付いていない 県民に情報が効果的に届いていない 

県や市町村等の多様な主体が行っている

キャンペーンなどの普及啓発活動や学習

会等の情報を一元化し、県民に統合的に

発信できる仕組みが必要。 

県民一人ひとりの自発的な行動に結び付くよ

う、受け取り手の意識の違いに応じた効果的

な情報伝達手法についての検討が必要。 

特に、意識と行動の両面に働きかける仕組み

や学習の場の提供が望ましい。 

方向性１ 

情報の伝え手側の体制の整備 

方向性２ 

情報の受け取り手の意識に応じた関わり 

行動変容を促す効果的な取組 

 



論点３ 中小企業の省エネ対策                             

１ 現状の主な課題 

〇産業・業務部門の温室効果ガス総排出量の目標達成に向け、特に中小企業の多い業務部門では 2013 年度比▲

19％と大幅な削減が必要。 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇大規模事業者に対しては、事業活動温暖化対策計画書制度などの取組により削減が進みつつある。 

〇一方、中小企業向けの施策である事業活動温暖化対策計画書の任意提出制度（提出者数２者）や省エネパトロ

ール隊の省エネ診断事業（H28 年度診断数８件）の実績は少なく、また、業界団体の支援や ESCO など省エ

ネ事業者の活用等も十分な効果が出ていない。 

〇既存施策の活用が進まない原因として、①施策を活用する動機が働かない場合と、②意欲はあるものの慢性的

な人手や時間の不足により十分に活用できない場合の２つが考えられる。 

 

２ 課題の解決に向けた方向性 

〇動機については、施策の活用によるインセンティブを創出することで、幅広い中小企業に活用を促す。 

〇意欲はあるものの人手不足などにより施策を活用できない中小企業には、既存の施策へのアクセスを容易にす

ることで、活用を促進する。 

〇支援の実施主体や対象範囲については、地域の実情に応じたきめ細かな支援が担保されるよう配慮する。 
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事業活動温暖化対策計画書の任意提出制

度の動機付けなど、施策と連動したイン

センティブを創出し、幅広い事業者に既

存の省エネ施策の活用を促す 

補助制度や省エネ事業者などの活用を地域

の実情に応じてきめ細かく支援する、プラッ

トフォームの役割を担う組織モデルを、市町

村や地域と連携しながら構築する 

施策を活用する動機が働かない 意欲はあるが施策を活用できない 

2013 年度比 

▲2.2％の削減 

（15 年度実績） 

図１. 産業・業務部門の温室効果ガス総排出量 図２. 部門別の大規模事業者※の割合（排出量） 

※原油換算エネルギー使用量が 1,500kL/年以上の事業者 
0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000 7,000 8,000

2020

2013 3,490 3,951

3,904 3,206

（目標）

産業 業務
産業 業務

64％

30％

大規模事業者千 t-CO2 

中小企業の省エネに係る課題 

  

 

 
方向性２ 

既存の施策へのアクセスを容易にする 

方向性１ 

活用に伴うインセンティブを創出する 



論点４ 既存建築物の省エネ対策                            

１ 現状の主な課題 

〇断熱性などの建築物の環境エネルギー性能の向上は、産業、業務、家庭の分野を跨ぎ、温室効果ガス総排出量

や最終エネルギー消費量など複数の目標に広く影響。 

〇新築建築物の省エネについては、条例に基づく環境エネルギー性能検討制度や、建築物省エネ法に基づく省エ

ネ基準への適合義務化などにより対策が進んでいる。 

〇一方、既存建築物の多くを占める住宅については信州型住宅リフォーム助成金制度が運用されているが、県内

の総世帯数約 77 万に対し、実績助成件数は年間 150～200 件と限定的な活用に止まっている。 

〇また、一般に省エネを動機とする改修は少なく、省エネ推進の意識が十分に浸透していない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 課題の解決に向けた方向性 

〇既存建築物は戸数が多く、また省エネ改修の意識が十分に浸透していないため、まずは省エネ改修の効果が高

いモデル事例を幅広く広報することにより、より多くの県民に省エネ改修に関心を持ってもらうことが重要。 

〇すでに一定の関心を持つ人々に対しては、省エネ性能の簡易診断などによって改修の効果を提示することによ

り、改修に向けた具体的な検討を始めるきっかけを作る。 

〇省エネに関心がない層を、検討を始める前段階まで引き上げる仕組みを作ることで、その後の工務店や業界団

体による詳細な診断や見積り、市町村や県のリフォーム助成金などの支援策と併せ、改修が実施されるまでの

一連の過程に対する包括的な支援体制の整備を行う。 

〇また、建築物省エネ法に基づき 2,000 ㎡以上の非住宅建築物の新築の際に、省エネ基準への適合が義務化され

るなど、国の規制強化を視野に入れ、届出対象の拡大等、県条例の制度の拡充について検討をはじめること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

省エネ改修の意識が十分に浸透していない 対象数が多く、既存の施策効果が限定的 

既存建築物の省エネに係る課題 

 

 

省エネ性能を簡易に診断し、効果を提示すること

で、性能の低い建築物の改修の検討を促す 

一定の関心がある段階の対策 

効果を提示し、検討のきっかけを作る 

効果が高く、省エネが改修の動機となるモデル事

例を創出し、その普及に努めるとともに、施工事

業者の技術向上を図る。 
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図１.「住宅市場動向調査」リフォーム実施者の複数回答（国土交通省） 

リフォームの動機 

関心のうすい段階の対策 

省エネ改修の効果を広報し、関心を高める 

建築業界団体の詳細診断や市町村の助成金など、具体的な改修を促す支援施策の活用へと繋ぐ。 

骨子案 



論点５ 交通部門の省エネ対策                             

１ 現状の主な課題 

〇交通部門の県内温室効果ガスの総排出量は、近年わずかに減少傾向にあるものの、目標達成のためには 2013

年度時点から 7 年間で▲12％の削減が求められる。 

 

 

 

 

 

 

 

〇交通部門の温暖化対策は、バス・電車ふれあいデーやノーマイカーウィークなど、主に事業者や交通機関の協

力により成り立っているが、実績が減少傾向にあり、低負荷交通への転換を十分に促す施策となっていない。 

〇まちづくりについて、都市計画方針（圏域・区域マスタープラン）の策定の際に、低炭素まちづくりに関する

視点の盛り込みを図っているが、マスタープランは基本方針であるため、実際に何を実施するのかなどの具体

的な言及は難しい。 

〇都市の低炭素化の促進に関する法律に基づく低炭素まちづくり計画や、都市再生特別措置法に基づく立地適正

化計画など、市町村における低負荷交通への転換に関連する計画の策定が十分に進んでいない。また、策定に

当たっても、都市政策、交通政策と環境政策との連携が図れていない。 

 

２ 課題の解決に向けた方向性 

〇環境負荷の低い交通手段への転換は、利用環境の整備によって自発的に推進される姿を目指すべき。 

〇中期・長期目標を見据え、都市政策や交通政策と連携した抜本的な対策（脱炭素化）が必須。 

〇自転車は利点が多く比較的取り組みやすいが、交通手段として位置づけられたばかりであることから、利用ル

ールなどを含めた利用環境の整備が必要。 
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図１.交通部門の温室効果ガス総排出量の推移 

自転車は、健康増進や渋滞対策など利点が多いため、車からの自発的な転換を期待しやすい。 

また、移動圏域が小さく、都市部における代替交通として市町村が比較的取り組みやすい 

・脱炭素社会の構築に向け、集約的なまちづくり計画を策定・実行する市町村と連携し、

モデルとなる事例の創出に努める 

・健康増進など利用者に利点の多い移動手段である自転車への自発的な転換を促進するた

め、交通手段としての自転車利用のルールを含め、利用環境の整備に向けた検討が必要 

方向性２ 

低炭素から脱炭素なまちづくりへと、 

市町村の都市・交通政策を誘導する 

 

低炭素まちづくりへの具体的な支援策がない 

環境負荷の低い交通・まちづくり推進の課題 

低負荷交通への転換施策が十分でない 

方向性１ 

利用環境の整備により、低負荷 

交通への自発的な転換を図る 



論点６ 地域主導型自然エネルギー事業の創出                      

１ 現状の主な課題 

〇県内の自然エネルギー発電の導入量は、固定価格買取制度（FIT）や普及施策等により太陽光発電を中心に増

加しており、平成 27 年には自然エネルギー導入量や自給率などの関連目標値を上方修正した。 

〇NPO 法人の調査※によると、平成 29 年 1月末で全国に 1028 基ある市民・地域共同発電所のうち、長野県への導

入は 353 基と最も多いことから、当県の地域主導型の自然エネルギー事業は全国の中でも順調に創出されてい

る。※「市民・地域共同発電所全国調査報告書 2016」(H29.3 認定 NPO 法人気候ネットワーク・主任研究員 豊田陽介） 

〇しかし、小水力や木質バイオマスなどは高いポテンシャルを有するものの、その導入量は十分でなく、また、

FITの対象とならない熱の利用については、設定された目標の内訳に対する達成率が15.0％（H27年度末時点）

と普及が進んでいない。 

 

 

 

 

 

 

 

〇導入が進まない原因は、高額な初期費用、地域の担い手や事業化の知見の不足といった自然エネルギー事業全

般に関するもののほか、水利権や許認可リスク（小水力発電）、安価で安定した燃料供給体制が無い、電気に

おける FIT のような事業化を促進する制度が無い（熱利用）など、エネルギー種別ごとに様々な課題がある。 

 

２ 課題の解決に向けた方向性 

〇自然エネルギー事業については、地域の資源を活用して地域経済の活性化や地域課題の解決に資する地域主導

型の事業に対し、積極的に支援することが重要。 

〇自然エネルギー事業全般に関わる課題とエネルギー種別ごとの課題に応じた支援を行う必要がある。 
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図１. 

自然エネルギーの 

導入量の推移 

自然エネルギー導入の課題 

種別ごとに課題があり、ポテン

シャルを活かしきれていない 

初期費用調達の課題への対

応、多様な主体による案件

形成への支援など、発電の

種別ごとの支援策を充実さ

せる 

地域における人材を育成

するとともに、事業化の知

見や事業化に資する情報

等の基盤を充実させる 

高額な初期費用、地域の担

い手や事業化の知見の不足 

地域主導型の熱利用事業について、

財政的支援の他、太陽光発電との競

合を踏まえた普及(太陽熱)、サービ

ス提供体制の整備による一般化(バ

イオマス熱)など、種別ごとの促進

策を充実させる 

電気における FIT のような制度

が無く、導入が進んでいない 

 

熱利用 

 

発電 

 

全般 

 

燃料 2 

目標(内訳) 

（TJ） 

年度 

燃料 6 

方向性１：地域主導型の自然エネルギー事業に対し、積極的に支援する 

方向性２：自然エネ事業全般に関わる課題と、エネルギー種別ごとの課題に応じた支援を行う 



論点７ 地域の省エネ・自然エネの普及に向けた基盤の整備                

１ 現状の主な課題 

〇省エネルギーや自然エネルギーといった環境エネルギーに関連する分野は成長が期待されているものの、県内

で深く関わる企業は一部に限られている。 

〇環境エネルギーが普及する基盤となる産業分野に多くの企業が関わり、低価格で汎用性の高い部材等が普及す

れば、さらなる省エネ・自然エネの普及が期待される。 

〇省エネ改修や自然エネの事業化には、融資や補助制度といった支援が設けられているが、企業の環境エネルギ

ー分野への進出を促す施策は不足している。 

 

２ 課題の解決に向けた方向性 

〇ドイツ北ヘッセン地域では、産官学のプラットフォーム「deENet」を通じて、産業クラスターと呼ばれる多

数の産業プロジェクト集合体が形成されている。 

〇長野県においても、環境エネルギー分野の産業化に向けた取組を支援し、企業の研究開発や雇用を促進するこ

とで、省エネルギー化・自然エネルギー活用の促進、地域経済の活性化を図ることが重要。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ニーズの把握 技術開発 販路拡大 

多くの中小企業にとって環境エネルギ

ーは新たな分野のため、発展潮流や現場

のニーズがどこにあるのか不明。 

中小企業は専門分野が細分化され、単

独の取組では、新たな製品・サービス

の実現が困難。 

新たな製品・サービスを実現しても、

単独の取組では、販路拡大に至らな

い。 

骨
子
案 

図１.産官学ネットワーク「deENet」 

環境エネルギー分野の産業化に係る課題 

知見やニーズの把握 

方向性１ 

先進知見や現場ニーズを 

得られる場を提供する 

技術開発の限界 販路の限定 

方向性２ 

複数の企業や研究機関の連携により、 

技術開発力や販売力に競争力を持たせる 

海外先進地域の知見を共有するとともに、地域の企業等が、現場ニーズや技術開発シーズを共有

しながら進める高断熱部材や汎用型発電システムの製品化に向けた取組などを、産官学民連携で

支援する仕組みの構築が必要。 

方向性３ 

先行する海外の仕組み

を産業化に活かす 

先進地域の知見の活用 



論点８ 温暖化への適応策の推進                            

１ 現状の主な課題 

○気候変動の影響は地域により様々であるが、地域ごとの網羅的な気候変動の影響評価が不足しているため、優

先的に解決されるべき課題が不明確である。 

○また、影響評価の不足とリスクコミュニケーションの不足により、気候変動の影響についての認識が一部の関

係者の間でしか共有されていない。 

○適応策の普及のためには、適応策としての製品や技術、サービスが必要となるが、それらの開発に繋がる取組

は活発ではない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 課題の解決に向けた方向性 

〇適応策については、戦略策定時から大きく進捗しているため、全体の取組を明確にしておくことが必要。 

〇地域や分野ごと将来発現する影響を網羅的に把握し、適応策の方向性を定めるとともに、県民や事業者との相

互の情報交換が肝要。 

〇また、掘り起されたニーズを適応策となりうる既存技術等とマッチングし、技術開発を促進することで、具体

的な製品やサービスの創出を促す施策が必要。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

骨
子
案 

方向性１ 

網羅的な影響評価と 

優先的な適応策の見極め 

方向性２ 

気候変動による 

影響の認識を広く共有 

方向性３ 

適応策となり得る 

技術開発等の促進 

専門的知見を活用し、モニ

タリングネットワークにお

いて多面的な分野の影響の

大きさ・発現時期を網羅的

に把握し、必要な適応策の

見極めを行うことが必要 

適応プラットフォームの参

加機関を拡大するととも

に、一般県民・企業向けの

セミナー等の開催により、

気候変動リスクの認識を広

く共有することが必要 

適応プラットフォームにお

いて気候変動により生まれ

るニーズを掘り起し、既存技

術等とのマッチングを行う

など、製品・技術・サービス

の創出を促す施策が必要 

共通認識が浸透していない 必要な適応策が不明確 技術開発に繋がる取組が不足 

これまで実施された影響評価一覧 

コメの収量、リンゴ栽培適地、クロロフィル a

濃度、マツ枯れ発生地域、アカガシ生息域、

シラビソ生息域、ハイマツ生息域、ブナ生息

域、斜面崩壊発生確率、砂浜消失率、ヒトス

ジシマカ生息域、熱中症搬送者数、熱ストレ

ス超過死亡者数 

信州・気候変動適応プラットフォームの構成と取組 

構成：全 50 機関 

県（危機管理、健康福祉、環境、産業労働、農政、林務、建設） 

信州大学（経法、理学、工学、農学、繊維学） 

企業等（ICT、建設、食料品、エネルギー、病院、経済団体） 

取組：県農政部の品種改良・技術開発 

信州大学経法学部のぶどう栽培用 IoT 技術開発 

適応策の取組に係る課題 



 

中小企業の省エネを促すプラットフォームについて 

 

■政策的位置づけ 

プラットフォームは、平成 28 年５月に策定された国の「地球温暖化対策計画※」において、産業・業務部門

の中小企業の温室効果ガスの排出削減対策に位置付けられている。また、平成 28 年６月に閣議決定された「日

本再興戦略 2016」においても、徹底した省エネルギーの推進施策に位置付けられている。 

 

地球温暖化対策計画（抜粋） 

 

 

 

 

 

日本再興戦略 2016（抜粋） 

 

 

 

 

 

■経済産業省の事業概要 

 経済産業省は、平成 27 年から「省エネルギー相談地域プラットフォーム構築事業」として、省エネルギーに

取り組む中小企業等の発掘のほか、省エネルギーに係る診断、省エネルギーの取組に関する計画策定支援、運用

改善支援及び設備更新支援等について、自治体及び中小企業等の優れた能力・知識・経験等を有する専門家等と

連携し、各地域においてきめ細かな支援を実施するプラットフォーム（PF）を構築することで、地域の中小企業

等による省エネの取組を促進する事業を実施している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県内では、公益財団法人さかきテクノセンターが、坂城町を対象に平成 27 年度と 28 年度に事業を実施。 

 

中小企業による省エネルギーの取組を地域においてきめ細かく支援するためのプラットフォームを地域

の団体、金融機関、商工会議所及び自治体等が連携して構築し、省エネルギーに取り組む中小企業の掘り起

こしから運用改善や設備投資等の取組のフォローアップまで幅広く支援する。2017 年度までに、全国に省エ

ネルギー取組に係る支援窓口が存在するよう、プラットフォームを構築する。 

昨年度までに全国 17 箇所に構築した省エネルギー相談地域プラットフォーム（省エネ支援事業者が地域

の商工会議所や自治体、コンサル及び金融機関等と協力して作る連携体）を拡大し、来年度までに全国に省

エネ取組に係る支援窓口を構築する等、中小企業等における省エネ投資等の支援を強化する。 

※パリ協定や地球温暖化対策推進法第８条に基づく我が国唯一の総合的な地球温暖化対策計画 

 

参考資料：論点３ 

中小企業の省エネ対策 



      

建築物の政策動向について 

 

■県内自治体のリフォーム助成制度（窓・壁等の断熱化工事、省エネ設備の設置）の状況 

 団体名 事業名 補助率等 

１ 長野県 信州型住宅リフォーム促進事業 上限 30 万円 工事費の 20％ 

２ 松本市 松本市住宅用温暖化対策設備設置補助金 上限 20 万円 工事費の 20％ 

３ 大町市 住宅性能向上リフォーム支援事業 上限 20 万円 工事費の 20％ 

４ 佐久市 佐久市住宅断熱性能向上リフォーム事業 ４分の１（限度額30 万円） 

５ 川上村 川上村住宅リフォーム補助事業 上限 20 万円（定額） 

６ 立科町 立科町住宅断熱性向上リフォーム事業 上限 20 万円 補助率 1/ ４ 

７ 青木村 青木村住宅リフォーム工事補助金 上限 20 万円 補助率 2/10 

８ 長和町 長和町住まい快適促進助成事業 上限 20 万円 補助率 2/10   

９ 原村 原村住宅リフォーム促進事業 50 万円以上の工事に対し、一律10 万円 

10 飯島町 飯島町住宅リフォーム支援補助金 30 万円以上の工事に対し、上限10 万円 

11 南箕輪村 南箕輪村住宅リフォーム補助金 30 万円以上の工事対し、定額10 万円 

12 松川村 松川町住宅リフォーム補助制度 上限 10 万円、工事費の 10％ 

13 阿智村 住宅リフォーム促進事業補助金 10 万円 

14 売木村 売木村住宅リフォーム補助金交付制度 20％ 

15 泰阜村 泰阜村住宅等リフォーム事業補助金 上限 20 万円 工事費の 30％  

16 豊丘村 地域内消費循環住宅リフォーム助成金事業 上限 15 万円 補助率 20％ 

17 木祖村 安心エコリフォーム補助金 上限 20 万円 補助率 10％ 

  ※番号１，２以外は一般社団法人住宅リフォーム推進協議会の平成 28 年度調べ及び平成 28 年度県照会調査による 

 

■建築物省エネ法の施行 

 平成 27 年７月に公布された「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律」により、平成 29 年４月１日

から、大規模な非住宅建築物に対する基準への適合義務化や適合状況の届出等の規制的措置が施行された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考資料：論点４ 

既存建築物の省エネ対策 



 

交通部門の省エネに関連する計画の策定状況 （県内市町村） 

 

■低炭素まちづくり計画（エコまち計画） 

〇「都市の低炭素化の促進に関する法律（エコまち法）」に基づき、市街化区域等内において、都市の低炭素化

に関する施策を総合体に推進するための計画。 

〇都市の低炭素化に向けた取組や民間投資を促進するため、市町村が目指すビジョンや具体的な取組を示すもの

で、コンパクトなまちづくりを目指す第一歩として、地域の創意工夫を生かした計画が期待される。H29.3.31

時点で全国 23 都市が策定。 

 

  

 

■立地適正化計画 

〇「都市再生特別措置法」に基づき、日々の住まいや公共施設、医療・商業施設などを一定の範囲内に収めて「コ

ンパクトなまちづくり」を推進すると同時に、市街地の空洞化防止を目的とした計画。 

〇「公共交通によるネットワーク」との連携を具体的に定めるなど、都市全体の構造を見直すもので、都市計画

法に基づく「市町村マスタープラン」の一部として位置づけられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 上田市、岡谷市、諏訪市、茅野市、塩尻市、安曇野市は現在策定作業中。 

 

■地域公共交通網形成計画 

○ 「地域公共交通活性化再生法」に基づき、「地域にとって望ましい公共交通網のすがた」を明らかにする「マ

スタープラン」としての役割を果たす計画。 

○地域の取組が計画的に進められることで、限られた資源が有効に活用され、持続可能な地域公共交通網の形成

が図られることが期待される。 

 

 

 

■自転車ネットワーク計画 

○ 「安全で快適な自転車利用環境創出ガイドライン」に基づく、安全で快適な自転車通行空間の効果的な整備

を目的に、ネットワーク路線を選定して整備形態等を示す計画。市町村が都道府県警察等と共同で策定。 

 

自治体名 策定範囲 公表日 

長野市 都市機能誘導区域、居住誘導区域 2017/3/31 

松本市 都市機能誘導区域のみ 2017/3/31 

小諸市 都市機能誘導区域のみ 2017/3/31 

駒ヶ根市 都市機能誘導区域のみ 2017/3/24 

佐久市 都市機能誘導区域、居住誘導区域 2017/3/31 

千曲川 都市機能誘導区域、居住誘導区域 2017/3/31 

県内の策定状況：小諸市 （H25.3.15 策定） 

県内の策定状況：下表のとおり（H29.5.17 現在） 

県内の策定状況：なし （H28.1.31 時点： 長野市が H29.6 中の公表を予定） 

県内の策定状況：なし （H28.4.1 時点）：長野市、松本市が策定を検討中 

参考資料：論点５ 

交通部門の省エネ対策 



 

地球温暖化への適応策について 

 

１ 適応策の目的 

地球温暖化は、今後、対策をとったとしても一定程度進行すると予測されている。温暖化が進行すると、

深刻で広範囲にわたる影響が生じる可能性が指摘されている。そこで、温暖化の原因となる温室効果ガス

の排出を抑制すること（緩和策）に加えて、既に起こりつつある温暖化の影響に対して適切に対応する「適

応策」を推進することが必要である。 

 

２ 県の適応策 

(1) 信州・気候変動モニタリングネットワーク 

気候変動の実態と将来予測・影響評価を行うため、県内で気温や降水量などを観測している機関が保

有する気象観測情報を収集している。 

 

 (2) 文部科学省「気候変動適応技術社会実装プログラム（SI-CAT）」 

県がモデル自治体として参画し、国立環境研究所などの国の研究機関と連携して精度の高い気候変動

の将来予測や、農業、防災、生態系、暑熱等な分野への影響評価に取り組んでいる。 

 

(3) 信州・気候変動適応プラットフォーム 

気候変動の予測等を産学官の関係者で情報共有することにより、各主体の適応策の取組を促進してい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○設立：平成 26 年 11 月 

○構成：気象情報を保有する 51 機関 

○取組：県環境保全研究所が気象情報を 

収集して気候変動を予測 

○事務局：県環境保全研究所 

○取組：気候変動の影響を国の研究機関 

等と連携して研究 

平成 27～31 年度 

○窓口：県環境保全研究所 

○設立：平成 28 年 10 月 

○構成：県、信州大学、医療機関、経済団

体、企業（ＩＣＴ、建設、食料品、

道路サービス、エネルギー供給） 

等 49 団体 

○取組：気候変動の予測や影響を関係者で

情報共有し、各主体が「適応」の

取組を推進 

   （例）暑さに強い品種の開発 

      集中豪雨の警告システム 

      生態系の保護 等 

○農業、防災、生態系部会を設置し活動 

○事務局：県環境エネルギー課 

提供 

要望 

信州・気候変動 

モニタリングネットワーク 

信州・気候変動 

適応プラットフォーム 

気候変動適応技術社会実装 

  プログラム［SI-CAT］ 

参考資料：論点８ 

温暖化への適応策の推進 


